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まえがき

.平成4年8月5日から同12日にかけて､フィリピ>'共和国において､農業開発事業に
関する事前調査(基礎調査)を実施したo調査団旦の構成は次のとおりであるc

山 中 誠 仁

高 田 - 樹

池 田 弘

冶 括

農業土木/農業境域

境域化栽培/普及組織

フィリピン国政府は､中期開発計画(1987-92年)において､ ①貧困の撲威､ ②生産的

雇用機会の創出､ ③平等および社会的公正の推進を政策目標としており､農業部門にお汁

る政策課遍としては農業の成長や農家の収益向上を阻害してきた政策の歪みの除去､およ

び農家への支援についての改善を掲(ヂている｡

･フィリピンにとって農業は重要な産業である｡国内総生産額の27%に当たる農業生産

敬､全国土の3分の1の農地､全労働人口の45%に当たる農業労働人口といずれをとっ

ても農業の占める割合は大きい｡また､農業生産物や副産物の加工､農耕地の増反､農業

生産システムの集約化､多様化により､さらに大きな労働吸収力,生産形成力などのポテ

ンシャルを農業は持っている｡

これらのポテンシャルの実現には,農業の機械化が必要である｡にもかかわらず､フィリ

ピン国における農業機械の普及はAS EAN諸国のなかでも最も低い国に属するQ その理

由は､社会･経済的制約や機械開発の立ち遅れと同時に､政府の支援による機械化普及の

取り組みの不足によるものと考えられる｡

このような状況のもと､フィリピンにおける農業横械化普及計画について､計画の可能

牲と実施上の問題点に関する調査を行なったo本譜査案件は開発慶先度の高いものであり､

計画の実現について関係横開の強い要望もあるが､なお関係機関のなかで若干の意見の相

違や本計画に対するNEDA (国家経済開発庁)の指摘などもあり､慎重な計画の作成に

よってその実現化を図ることが必要である｡

珂査の実施に当たり､農業省次官､同AT I (農業教育局)長官､ PfH LRICE

(フィリピン稲作研究所) ､ NAPIiIRE (国立ポストハーベスト研究･普及所)､

CEAT/ロPLI】 (フィリピン大学農業工学布)の多大の協力を得た｡また､日本国大

使虎および農業省佐分利専門官から貴重な助言と協力を頂いた｡ここに深甚なる謝意を表

する次第である｡

平成4年8月

フィリピン共和国

農業開発事業事前調査団

山 中 誠 仁



tl,

=いゃfJr…'

8E6tO打▲L CtFTE1 - S^N FEfLN^NDO, PAVP^N8A

FLEGZOZI ZIO. I
--SOtJT暮18Zt汁TA6▲LO6

1E6tOy

L

.･三●
∫

/

/
◆

.f
b'

1

A
lt.
I

‾‾ヨ
ち

一`, i-)

･.二･や三､､.
∴＼

2㌧▲■一
-1

†､_/I
. ′/

.～.

MAP

OF THE

PHILIPPINES

1986

L I:I, I ヽ u

/t･--a.S.＼､pLヰニ･:.I.-
4･･:･J･･･一･!.Lヾ,≡,/i

-*∴＼-,＋寸
..J,I

El`十6一与>/:'ニ;･71三溝.,
～
l

ー＼7L./

LJeノノし-･/i蓋妻#i7;--i
/I

4(■

､

I-･･
I

■ピ.I ■.■i ‥
ヾ●Jii･ち

､ここユ

p i-*L.I_.u
打I〝 - 〝 J 0 S B ^

.1･亡

書t



AXDP

A土TEC

ASEAⅣ

ATI

CAN

CEAT

CLSV

D^

IRRI

JICA

ⅣAP且IRE

関係諸機巨匂およこ方略語

Agricultural Xechanization I)evelopJlent Program

Agricultural Xachinery Testing and Evaluation Center

Association of South East Asian ⅣatiollS

Agricultural Training I皿Stitute

CDⅡ】Alittee or) Agricultural且echaEli2:atior)

College of Engineering and Agro一Industrial Technology

Central I.uzon State University

Department Of Agriculture

lnternational Rice Reseach lnstitllte

Japan international Cooperation Agency

National Post-Harvest lnstittJte for Reseach and

Extension

NET)A National Economic and Development Authority

NTC Ⅳational Training Center

P且ILRICE Philippines丘ice Eeseach lnstitute

RNAX Regional Netyork for Agricultural Xachir)Cry

RTC Regional Training Center

UNDP tJnited Nation Development Program

UPLB University
of

Philippines. Los Banos

農業機械化開発計画

農業機械検査･評価センター

東南アジア諸国連合

農業教育局

農業機械化委員会

フィリピン大学農業工学部

セントラルルソン州立大学

農業省

国際稲研究所

国際協力事業団

Eg立ポストハーベスト研究･

普及所

国家径済褐発庁

国立研塵センター

フィリピン稲作研究所

農業機械地域ネットワーク

州立研修センター

国連開発計画

フィリピン大学
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l.農業省フィリピン稲作研触,)子

L9ti5勾,-t二湖､･[.され,什木の横軸によって防備されてl=u(7二f,I長抑胤ノ)が掛､'(

いる9本,i･hdlf.a)親筆槻械化搾及センタ を二二に[)t･湖t･/-二いという紫学力くあるL･

総頗臥研Q,I,[,.ll( fT取成柄･卜胤什物触号､虎繋l'/I;L･･ ･槻馴'･､社会柑'P
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出臥 阿,l'E･紫抑))給料)から繊放されているt-
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2.農業省ポストハー

ベスト研究･普及所

1の稲作研究所

と同じくMunos

にあり,コンプ

レックスを彰成

している｡

3.フィリピン大学農

業上学部の中にある

AMDPの施設

農業工学部の職員

140名の4割.研

究予算の7割がAh(

DPに投入されてい

る.現在はこのAM

DPが農業槻械化普

及センターの運営母

体として予定されて

いる｡
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4.フィリピン独自で開発

した普及可髄な農業機械

(CEAT/UPLB)

5. 同 上

(CEAT/UPLB)

6. 同 上

(CEAT/UPLB)
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7.フィリピン独自で開発

した普及可能な拓乾燥撒

く1APHIRE)

8.フィリピン独臣で開発

した普及可能な籾乾燥調

整･貯蔵プラント

(NAPHIRE)
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1.計画の背景およぴ目的

1.1 背 景

フィリピン全人口6,050万人(1990)の3分の2は農村地甫に居住し､全国土の3

分の1に当たる1千万ヘクタールで農業が営まれている｡さらに､適切な畑作農業技

術が適用されると､ 8百万ヘクタールが増反可能とされている｡また､労働人口3692

万人(1989)の45.2%が農業に従事している｡一方､失業者および潜在失業者もそれ

ぞれ9.2%､ 23.2%と高いo人口増加率2.5% (1982-1990)を考慮すると､産業育

成による労働力の吸収は急を要する政策課題である｡

農業専門ほ労働力の吸収と生計形戒力において大きなポテンシャルを持っている｡

それには農業生産物や副産物の加工､農耕地開発による増反､農業生産システムの集

約化､多様化などが前提となる｡

農業の機械化は､これらのポテンシャルめ実動ことって欠くベからざることであるo

すなわち､農業の機械化は次のような効果が期待できるからである｡

① 生産物および副産物の加工の機械化によって､作物全体の利用度を高め､農家の

収益増を図ることができる｡

② 収穫､乾慢･調整､貯蔵の機械化によって､ボスト-ーベスいこ換わる収使物ロ

スを少なくし､品質を高めて農家の収益増を図ることができる｡

③ フィリピンの農村現場に適合した機械化栽培技術体系(かんがい排水システム､

作物生産棟械化システム､ポストハーベスト機械化システムなどから構成)は､

栽培適期に作業ができるため､収量や圃場の利用率を高めることによる土地生産

性の向上を図るとともに,労働生産性を向上できる｡

④ 農業凍械の普及によって,圃場整備やかんがい施設などの生産環境､労働条件の

改善が図られて作物の作付け拡大が可能となる上､農産物および副産物加工業,

機械製造業､機械室億業などの発展によって農村での雇用機会が増大する｡

現在､フィリピンの農業機械化のレベルはきわめて低い. UFDPの援助で1977年に発

足したRNAX (The Regional Network for Agriculttlral Xachinery )プロジェクトに

参画しているアジア11ヶ国(インド､インドネシア､イラン､パキスタン､韓国､

フィリピン､スリランカ､タイ､バングラデシュ､ネパール､中国)のなかでも最も

枚械化の連れている国に属する｡

このようにフィリピンで農業の機械化が進まない理由は､社会･経済的制約や農業

機械開発の立ち遅れなどが考えられるが､大きな理由の1つに政府のサポートによる

穐械化普及ネ-}トワーク作りへの取わ組みが遅れているためと考えられる｡

-1-



1.2 目 的

基本的な目的は､農業省の強力な普及･研修ネットワークの確立と,それを通して

農家および農業横械製造業者その他の横様化に係わる企業に対して､農業機械化に関

する効率的かつタイムリーな技術普及を行なうことである｡

具体的には

① 農業省および地方自治体を通した既存の農業普及ネットワークのなかに農業機械

化の問題を導入する｡

② そのために必要な機関の設置､その業務､インフラ計画､人材開発､機械化技術

情報の伝達､機械化技術の展示､機械化パイロット事業､その他機械化に関する

普及活動計画とその実施を行なう｡

③ 有能でよく訓練された情報豊富な技術スタッフによる農業機械化普及の研修ネッ

トワークの確立を行なう｡

④
.その研修ネットワークによる研修によって､機械と他の生産諸要素との有機的結
合によって､生産現場に適合した機械化営農技術を確立する｡

⑤ また､機械の供給(製造､輸入)
､流通､検査､修理･整備などの円滑な国内物

流･丑備システムを確立する｡

2.計画の内容

2.1 農業機械化普及組織

本プロジェクトは､ ATI (農業教育局)により､統括､計画､調整およびモニタ

ーリングされる｡

農業機械化普及のセンタ-は､ tJPLBに置き､ UPLBのAMDP (Agricultural

Kechanization i)evelopment PrograJ) )がその運営母体となる.

また､地方に7つの出先機関を置く｡出先機関はCLSU (セントラルルソン州立大

学)､ NAPHIRE (国立ポスト-ーベスト研究･普及所)､ PEILRICE

(フィリピン稲作研究所)などからなるMuno sのコンプレックス内と､あとは

NTC (国立研塵センター)およびRTC (州立研修センター)に設置される｡

センター機能を持つAMDPでは,研修モデュールの開発､農業機械の屋内テスト･

評価､機械のプロトタイプの製造､研究開発エンジニアや研修講師に対する研修など

を行なう.一方､出先機関では､農家や普及員の研修および地方の現場齢場での実演

･展示などの普及活動を実施する｡

要員(兼務を含む)については､ AMDPに置かれるプロジェクト調整事務局に20名､

AMDPに116名､各出先横閑に各々16名が予定されている｡
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2.2 研鯵モデュ⊥ル

①

㊨

③

㊨

⑤

⑥

小鼓模かんがいシステム

生産に関する磯城,機械化技術および作業システム

ポスト-ーベストに関する機械､戚械化技術畜よび作業システム

プランニングと運営

機械の製造

機械のテストと評価

2.3 本計画で整備する主要施設および機材

2.3.1 施 設

① AMDPに対する施設

⊥
本館

一 研究棟

- 農業機械庫

② 出先機関に対する施設

-
_ 農業機械庫

2.3.2 榛 材

① 事務用機材

電算機

製図機器

エアコン

発電機

その他一般事務機器

②
.農業横械およぴ機器

エンジン

トラクター

かんがいポンプ

各種生産用作集横

各種ポスト-ーベスト用磯城

(動 機械のテストおよぴ実験室用塊器

-3-



④ 機械整備用機材および研修に必要な機材

横械整備工場用機材

印刷用壌材

写真･暗室用機材

研修時の禰助機材

研修用車両および整備用機材

3.磨合所見

3.1 本計画立案の泉過

先に我が国外務省はフィt)ピンにミッションを派遣し､ ASEANプロジェクトの

一環として､フィリピンに農業械械化訓練センターのプロジェクト化を促進すべく､

NEDA､外務省､農業省担当官と協議したo フィリピンはASEAN農業教育･普

及会議のメンバーとして密教を行なってきたAT Iを中心としてプロポーザルの策定

を行なってきた｡

プロポーザルは､農業積械化についての豊富な人材と施設を有し､本年1月までの釣

15年間にわたってRNAMのカウンターパート役を勤めてきたCEAT/tlPLB (フィリ

ピン大学農業工学部)が中心となって立案し､本年(1992) 2月に第1次案を作成､

NEDAに農業省から提出された｡ 4月にⅣEDAから農業省に対して本計画に対す

るコメントが提示された｡

頚在､このNEDAの括済に沿って第1次改定案をUPLBが作成し､ 6月初旬に

ATIに振出したところである｡

この改訂版が作成された後､この案に対する疑問および意見がPtllLR I CE､

J I CA専門家などから提出された｡

なお､農業省としては本計画はきわめて重要な計画であるとの認識を持ってぉり､本

年度据出案件のなかでも高い優先度を与えているc

3.之 本計画に対する農業省内(PtllLRICE､ I ICA専門家)の意見

① マルコス政権下にあっては､農業普及教育は大学の任務とされていた｡アキノ政

権に至ってこれを農業省の任務として整理したところであり､本計画の農業機械

化普及センターをtIPLBに置くことは疑問である｡ PE i LR【CEなどの農

業省の枚閑に置くペきである｡

② 本計画の実施については､約4書IJをローカルファンド､約6割をJ ICAの援助

によるとしている｡しかし,フィリピン政帝の財政事情ほ厳しく､ローカルファ

ンドの支出がスムーズに行なわれるとは思えない｡普及教育に閲して虜に樹皮化

され､予算措置のある農業省機関を中核としたプロジェクトにすべきである｡

ー4-



③ 農業機械化普及に関する当面から中･長期にわたる具体的戦術に乏しい｡政府の

圃場基盤整備を含めた農業機械化政策､金融甚含めた推進方策､農業機械化に係

わる政府･民間業務の再編･強化方策などの政府のサポートのあり方､機械化の

菟状分析による今後の機械化の方向の策定､_当面取り上iヂるべき作物とその標準

機械化栽培技術体系の策定､普及教育力リキュラムなど､いずれも具伴性に欠け

る｡

④ UPLBに置かれる農業機械化普及センターについては､その役割､機能､構琴､

施設･機材など詳細に計画されているが､出先機関(サテライト･センター)に

ついては不明な点が多い｡

⑤ ASEANプロジェクトとしての視点に欠けている｡

以上の諸点から､本プロポーザルに基づく一般無償援助には問題があり､開発調査

の実施後に一般無償に踏み切るべきであるという意見(∫ I CA専門家)がある｡

農業省は､農業機械化技術の普及をきわめて重要な課題として位置づけている｡過

去, ATIの普及･研修ネットワークに農業機械化問題を導入しようとしたが失敗し

ている｡そのために､是非とも成功させたいという農業省関係者の真剣な気持ちが､

上記の意見として出されてものと理解される｡

調査団としては､このような本計画をめぐる状況を考慮して､以下のような総括を

行なった｡

① 第1次改訂版の計画内容については､農業省内で出された意見はもっともな意見

であると理解できる｡_さら■に､ ∫ I CAの援助を期待している施設､機材につい

ては､その活動内容からみて不十分であると考えられる｡とくに､サテライト･

センターについては人材､施設､機材のいずれも強化を図る必要がある｡

② 農業機械化普及センターをロPLBに置くか､ PIiILRICEなどの農業省機

関に置くかについては､今後十分な調査の上決定することが望まれる｡機械の開

発研究に係わる人材､施設に関しては､ロP LB､ IRRIなどのコンプレック

スを形成するロス･バニョスが豊富であるが､技術普及に関して制度化され､経

常的予算措置も期待できる農業省の機関のなかで､ ∫ I CAの援助によって整備

されつつあるフィリピン稲作研究所も､今後普及センターとして期待できる｡

③ ASEANプt=.ジュクトとしての位置づけを行なう必要がある.

④ 本計画は､上記の問題点を開発調査を通して十分検討の上､実施することが望ま

しい｡

⑤ 開発調査を行なう場合は､主要な調査項目として次の各項目が考えられる｡

- ASEANおよび熱帯近隣諸国の農業機械化の現状と､機械の開発とその普及

-5-

3.3



に関するこれら諸国との交涜の可能性

国内の農業機械化の一現状と問題点

現在普及可能な農業機械による生産･ポストハーベスト技術体系の環状と標準

機械化栽培技術体系の策定

現地調査による農業機械導入の農村･農家に及ぼす影響の評価

フィリピンにおける農業横械化の方向の検討と策定

政府の農業機械化促進に係わる政策の現状と改善点

農業機械化技術の普及に関する短期的･長期的戦術

農業機械化の普及に必要な組織､研修計画､インフラ､設備,境材
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添付資料



1.調査団員略歴

山 中 誠 仁

(径歴)

昭和41年3月

昭和41年4月

(業務歴)

昭和43年11月- 6ケ月

昭和48年10月- 9ケ月

昭和51年8月- 3ケ月

昭和52年 3月-15ケ月

昭和53年11月- 3ケ月

昭和54年3月- 3ケ月

昭和55年1月-48ケ月

昭和59年12月-16ケ月

昭和61年6月-20ケ月

平成2年3月-18ケ月

高 田
- 樹

(径歴)

昭和47年3月

昭和41年4月

(業務歴)

昭和56年12月-10ケ月

昭和58年1月- 1ケ月

昭和58年6月-11ケ月

昭和60年6月-21ケ月

昭和62年8月- 7ケ月

昭和63年8月- 6ケ月

平成元年12月- 3ケ月

平成2年5月- 7ケ月

平成. 4年8月- 1ケ月

昭和18年2月1日生

東京大学農学部農業工学科卒業

(秩)パシフィックコンサルタンツインターナショナル

現在 第二事業本都 農水事業部長

クウェート国 下水処理水利用かんがい計画

ラオス国 バンナボン農村建設計画

フィリピン国 マニラ市および周辺地域洪水対策

フィリピン国 ナビンダン水門建設計画

ナイジェリア国 ラゴス新港計画

アフガニスタン国 稲作開発計画実施設計調査

フィリピン国 ナビンダン水門建設計画

チリ国 マポーチョ■川流域農業開発計画実施調査

パキスタン国 パルチスタン州地下かんがい開発計画調査

コロンビア国 キンディオ川流域農業総合開発計画調査

昭和22年10月26日生

東京農工大学農学部農業生産工学科卒業

(秩)パシフィックコンサルタンツインターナショナル

現在 第二事業本都 農水事業部 課長

インドネシア匡 アチェ河緊急洪水対策事業詳細設計

ケニア国 ケニヤッタ農科大学農場開発笥査

コロンビア国 バンプロニータ川龍城農業開発計画実施詞ヨ

インドネシア国 アチェ河緊急洪水対策事業施工管理

グアテマラ国 モンハスかんがい計画実施調査

ドミニカ国 アグリポ(エルボソ)農業開発実施設計

ホンデュラス国 コヨラルダムかんがい復旧計画調査

同 上

フィリピン国 農業機械化普及調査



池 田 弘

(経歴)

昭和28年3月

昭和56年12月

昭和58年10月

昭和61年1月

昭和63年10月

平成2年6月

(業務歴)

昭和47年12月-18ケ月

平成 2年 7月- 2ケ月

平成3年5月- 1ケ月

平成3年8月- 1ケ月

平成 3年10月- 3ケ月

平成4年8月- 1ケ月

昭和5年9月10日生

東京大学農学部農学科卒業

農林水産省農業研究センター機械作業部長

農林水産省東北農業試験場農業技術部長

農林水産省農業研究センター総合研究官

農林水産省北海道農業試験場場長

(株)パシフィックコンサルタンツインターナショナル

現在 第二事業本都 農水事業部 顧問

イラン国 シスタン地域パイロットファーム計画調査

フィリピン国 農業教育機材選定調査

オマーン国 ネジド地方農業開発計画調査

フィリピン国 ピナツボ火山災害調査

ブリキナファソ国 ムウウン川上流域農業総合開発計画調査

フィリピン国 農業機械化普及調査



2.調査日程

8月5日 (水) 東京発 マニラ著

8月6日 (木)

8月7日 (金)

日本大使館松田一等書記官表敬

農業省農業教育局(AT‥) SEGDNI)0 C. SERRANO局長表敬および

情報･資料収集

農業省Dr.XANUEL LANTIN次官表敬および情報呼集

∫.ICA佐分利専門家(農業省IADCCOアドバイザー)表敬および情

報･資料収集

8月8日 (土) 資料整理および調査団内の打ち合わせ

8月9日 (火) 資料整理

8月1柑 (月) 柑1LRIC邑(フィリピン稲作研究所) RONllLO A･BERO刊IO副場長

表敬､視察､情報･資料収集

NAP‡IRE (国立ポストハ-ベスト研究所)訪問､見学､情報･

資料収集

8月11日 (火) CEAT/tlPLB(フィリピン大学農業工学部) D=.YILFREDO PIDAVID

学部長表敬

CEATおよび姐DP(AgTicultural牡echanization Develop瓜ent

Progra血), AXTEC(Agriculttlralぬchinery Testing
and

Evaluation Center)見学､情報･資料収集

8月12日 (水) マニラ発 東京着



3.面会者一覧

EJnbassy of Japan

暮r. YtlgO Xatsuda

Departnent of igricuiture

Dr. 1arlt)el Lantin

Xr. Scgundo C. Serrano

lr. Shigetaka Saburi

First Secretary

t3nder Secretary

Director. Agricultural Trainiもg lnstitute

Adviser, IADCCO JICA Expert

Philippines Rice且eseach institute

lr. Ronilo且.芯eronio

yT. Eulito Bautista

Dupty Director

Engineer

町atiQ亡lal PQStharvest 工nstitLLte for Eeseactt a【ld EEtenSiofI

1r. Offero A. Caparino

Xr.宅duardo T. Caァabァ8b

∬r.上iduvino S. Geron

)I. Genato ll. TolentiJIO

Senior Eeseach Specialist

Division Chief II

DivisiozI Chief II

Project I)evelopAIent Of王icer I‡

College of
Engineering and Agro-Industrial Technology / Vniversity of

Philippies, Lo§ Ban°s

甘T. Yilfredo P. David Professor and 】)eaD,

Xr. Fernando F. Sanchez Professor

Xr. 1rsenio N.Resurrection Pro7-ect生arLagCr, AdDP/甘PL右

Jr. Victor A.丑odtllfo, IR EL)gineer aI】d Project Leader, AIDP/tIPLも



4.収集資料一見

1. Project Proposal on lntegrating Farn lechanizatioTl into the Agricultural

Extension Services in the Philippines(FARXE‡), AT‥,DA, February 28, 1992

2. A Propsal (First Revision) on lntegrating Far皿Xechanization into the

Agricultural Extension Services in the Philippines(FIRXEX), ATI,DA, June 4,

1992

3. Coma)entS On the Project Proposal Entitled 'Integrating Far皿Xechanization

into the Agricultural Extension Services in the PhilippinesJ, llEDA, April

28, 1992

4. Reaction/Action to the Issues Raised by NEl)A Regarding 1:he Proposed FARXE‡,

CEAT/VPL王【,June 4, 1992

･5. ConJLentS On the Proposal for lntegrating Far皿Kechanization into the

Agricultural Extension Services in the Philippines(FAR暮EX). PEILRICE, June

26, 1992

6. Organizational Chart of DA. )anageJLent I)ivision, April 1, 1992

7.

8.

9.

10.

ll.

12.

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

21.

Ⅰ皿prOVe皿ent Of the PⅡILRICE Central Experizbent Station, Facts and Figures,

PtIILRICE, lay 1992

Philippine Rice a 良 D Eigh1ights 1990, PⅡILRICE, 1991

Philippine Rice a a DAmnual 】ieport, P丑ILEICE, 1991

PⅡILRICE Neysletter, Vol.4 l-3, PEIL丑ICE, 1991

PSAE Journal(Official Publication of the Pbilippi皿e Society of Agricultural

Engineers)-Special lssue;Postharvest technology generation and extension,

NAPHIRE-s experience in technology transfer, PSAE, 1991

Postharvest i)igest, Yol. 3 No. 9/10, NAPEIRE. 1991

ylPtIIRE lobile Flash Dryer(Continuous Floy)

NAPEIRE InprovedCorn Shel ler(NICS)

NAPEIRE neys, Vol.9 No.1, 1992

yAPtIIRE Technical Bulletin Ⅳo. 7-13

Rice Engineering and Xechazlizatior) Program, Su心血ary Of lajor

lccoJIPlishJLenl:s for 1987-1992

CEATAmnual Report, CEAT. 1990

Agricultural Kechanization I)eveloplent Plan for the Philippines,

Agricultural Kechanization I)evelopJLent PrograL, C且AT/甘PLB and I)A, 1990

Catalogue of commercially ayailable agricultllral machines in the

Philippines, AJDP CEAT/UPLB. 1991

General survey of A)TEC
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